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野田首相は1 1月にハワイで開催されたA P EC

（アジア・太平洋経済協力会議）に参加した際、

「T P P交渉に向けて関係国との協議に入る」こ

とを表明しました。しかしT P Pに関する政府

の情報公開や国民的議論は十分に行われてい

ない状況にあります。

T P P参加は、例外なき関税自由化となる恐れ

があり、将来日本のあるべき姿を変えてしまう

のではないかと、多くの団体から疑問の声が上

がっています。とりわけ農業団体・漁協団体か

らは食の安全性に逆行するとともに食料自給率

は現在の3 9％から1 3％に落ちるとして反対の

声が上がっています。

又日本医師会からは、将来にわたって日本の

国民皆保険制度の堅持が困難になり、混合診療

の全面解禁による医療格差の発生などにより公

的医療保険制度の崩壊につながると表明してい

ます。

周防大島町議会は以上の観点に立ち、町内

のT P P参加反対の団体個人と連携すると共に

野田内閣が拙速にT P Pに参加しないよう求め

る。

以上、地方自治法第9 9条の規定により意見

書を提出する。 平成2 3年1 2月2 0日
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